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エグゼクティブ
サマリー

エネルギー転換の次の局面で問われるのは、再生可能エネルギ
ーの容量をどれだけ積み増すかではなく、エネルギー・フレキシ
ビリティ(柔軟性)をどう構築するかです。

先進経済圏では再生可能エネルギーがすでに主力電源となり、課題の中心
も移りました。変動の大きい発電を統合しながら、電化・デジタルインフラ・AI
によって増える需要に、いかに安定して応えるか。将来の電力システムを左右
するのは、クリーンな発電そのものよりも、それを効率的・安定的・大規模に機
能させる基盤です。

その分、エネルギーシステムは複雑にな
ります。再生可能エネルギーと分散型リ
ソースが拡大し、運輸・産業・建築の電
化が進むなか、電力ネットワークは数百
万規模の新規資産を接続し、双方向に
動く潮流を管理し、需給両面のばらつき
に対応しなければなりません。さらにAI
とデータセンターが、大規模・集中的で
時間的制約の厳しい需要を新たに生み
出しています。これらが重なり、系統の
計画・運用・投資のあり方が組み替えら
れつつあります。

フレキシビリティは、この課題への中心
的な答えです。 フレキシブル資産は、余
剰電力を蓄えて需要の高い時間帯へ移
し、系統混雑や接続手続きの長期化で
供給が制約される場面では、新規負荷
のつなぎ電源にもなります。データセン
ターや系統の急変に即応して系統を安
定させ、高額な系統増強やピーク電源
への投資を先送り・圧縮する効果もあり
ます。再生可能エネルギー比率と電力
消費が伸びるにつれ、こうした機能への
需要は構造的に拡大していますが、多く
の市場でフレキシビリティ投資は再生
可能エネルギーの導入に追いついてい
ません。ここに大きな「フレキシビリテ
ィ・ギャップ」が生じています。

主なポイント

•	 エネルギー・フレキシビリ
ティは、再生可能エネル
ギー発電の拡大に続く次
の主要インフラ投資テー
マです。

•	 フレキシビリティ・ギャッ
プは拡大が続いており、
日本・オーストラリア・ドイ
ツの需要は 2026 年の約 
105GW から 2050 年には 
269GW へ増加します。

•	 フレキシビリティ不足は
すでに、出力抑制の増加、
マイナス価格、キャプチャ
レートの低下という形で、
成熟市場の再生可能エネ
ルギーの価値を蝕んでい
ます。

•	 投資を牽引するメガトレン
ドは 4 つ:AI・データセンタ
ー負荷、長時間型蓄電、グ
リッドフォーミングによる
系統安定性、フレキシブル
ガスです。

•	 セクターの成長だけでは
リターンは生まれません。
系統アクセス、強固な契
約、現地での実行力が勝
敗を分けます。

Juniper AssetsによるAurora Energy 
Research(2026年)データに基づく分析。 
Auroraのデータは、これ以上の開示を行わない
ことを条件に提供されています。Auroraは、他
の受領者による当該データの使用または依拠
について一切の責任を負いません。
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日本・オーストラリア・ドイツの主要3市
場で必要となるフレキシビリティ容量
は、2026年の約105ギガワット(GW)から
2030年に145GW、2050年には269GW
へ拡大する見通しです。これに伴う投資
需要も、約1,170億米ドルから1,620億米
ドル、今世紀半ばには2,470億米ドルへ
と増加します。1

本ホワイトペーパーは、再生可能エネル
ギー発電に続く次のインフラ投資テーマ
として、エネルギー・フレキシビリティを
取り上げます。 その需要を支える構造
的要因(再生可能エネルギーの統合、電
化、AI・データセンターの成長)、投資機
会の規模、そしてエネルギー転換の次の
段階で果たす役割を整理します。

電化・脱炭素化・デジタル化へのエクス
ポージャーを求める投資家にとって、フ
レキシビリティは将来の電力システムの
中核をなす実物資産への入口となりま
す。これらの資産は、再生可能エネルギ
ーの導入継続を支え、新たな需要に応
え、システムのレジリエンス(強靭性)を
高めながら、インフラ資産として魅力的
なリターンを見込めます。すでに再生可
能エネルギー発電の比重が大きいポー
トフォリオにとっても、蓄電池や系統支
援インフラは、技術・収益源・市場動向の
面で分散をもたらします。
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エネルギー・ 
フレキシビリティとは

エネルギー・フレキシビリティとは、数分
の一秒から季節単位までのあらゆる時
間軸で電力の需給を調整し、両者を均衡
させ続ける能力です。電力は系統内に大
規模には貯蔵できないため、周波数を
厳格な範囲に保ちながら、発電量を常
に消費量と一致させる必要があります。
フレキシビリティは、その均衡を支える
リソースの総称です。

過去1世紀の大半、フレキシビリティ
は独立した「商品」ではありませんでし
た。石炭火力・ガス火力・水力は、需要
に応じて出力を上下させ、重い回転式
タービンが自動的に周波数を安定させ
る――つまり発電の副産物としてフレ
キシビリティを提供していました。発電
設備そのものが柔軟だったため、別途
価格を付ける必要がなかったのです。

エネルギー転換がこれを変えつつありま
す。太陽光と風力は多くの市場で最もグ
リーンかつ低コストな電源となりました
が、その発電量は需要ではなく天候で
決まります。予測の不確実性が高まる一
方、これまで均衡を担ってきた出力調整
可能な電源は市場から押し出されてい
きます。
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再生可能エネルギー比率と
電力需要の上昇に伴い、 
次の3つのシステムニーズが
同時に拡大しています。

同時に、AIとデータセンターが、大規模・
集中的で24時間稼働する新たな需要
源になりつつあります。稼働率の要求
が厳しく、系統制約や再生可能エネル
ギーの出力不足、システム擾乱が起き
ても供給の信頼性を保たなければなり
ません。 

フレキシビリティ資産は、こうした施設
が早期に系統接続を確保し、ピーク需
要を抑え、間欠的な再生可能エネルギ
ー電力を安定化し、バックアップ容量を
確保する助けとなります。AI主導の需要
増は、変動する発電を支える側と、急拡
大する高信頼性負荷に応える側の双方
で、フレキシビリティの必要性を高めて
います。

これらを担う技術は複数あり、時間軸ご
とに役割を分担します。揚水式水力は
数時間から数日の大量シフトに向きま
す。フレキシブルなガス発電(いわゆる
ガスピーカー)は、ピーク時や再生可能
エネルギーの出力が低い時期に確実な
容量を供給します。デマンドレスポンス
は需要側で消費を調整し、連系線は地
域間で電力と調整力を融通します。系
統用蓄電池は、応答の速さ、モジュール
式の展開、低下し続けるコストを兼ね備
え、秒~時間単位のニーズに最も適して
います。

安定性  
(秒~分)

従来型電源の退役により、需
要変動・予測誤差・設備の突
発故障が起きた際に周波数
を保つ、高速応答リソースが
必要になります。

エネルギーシフト  
(日内の時間)

太陽光は正午前後にピーク
を迎える一方、需要と価格は
夕方にピークを迎えます。フ
レキシビリティ資産は、電力
が余る時間帯に安価な、あ
るいは本来は出力抑制され
る電力を蓄え、最も必要な
時に放出します。

確実な容量  
(日~季節)

従来型電源が退役しても、
ピーク時や、風力・太陽光の
出力が長期間低調な時期に
需要を満たさなければなり
ません。
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世界的な
フレキシビリティ・
ギャップ

Juniper AssetsによるAurora Energy Research(2026年)データに基づく分析:日本、
オーストラリア(NEM)、ドイツ、スペインおよび英国におけるフレキシビリティ容量
および投資需要の予測。
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フレキシビリティ需要を押し上げているのは、再生可能エネルギー比率の上昇だけ
ではありません。負荷の増加、電化、データセンターの拡大、出力調整可能な電源の
退役、系統混雑、気象変動の拡大も重なります。	
	
エルニーニョなどの気候サイクルは数か月単位の変動をもたらし、水力の可用性、
冷房需要、山火事リスクを大きく揺らします。一方、システムの均衡と信頼性を保つ
ための投資はこれに追いついていません。この差、すなわちフレキシビリティ・ギャ
ップは、電力市場のファンダメンタルズから推計できます。	
	
Aurora Energy Researchのデータに基づきJuniper Assetsが作成した分析では、主
要5市場の需要を以下のように予測しています。

日本・オーストラリア・ドイツの3市場だけでも、フレキシビリティ容量需要は2026年の約105GWから2030年に
145GW――4年間で40GW増――、2050年には269GWへ拡大します。投資需要も約1,170億米ドルから1,620億米ド
ル、2,470億米ドルへと増加します。2

 
この需要は蓄電池、揚水式水力、フレキシブルガス、デマンドレスポンスなどの組み合わせで満たされますが、系統用蓄
電池は建設期間が12~24か月と短く、立地の制約も少ないため、最も拡張性が高く導入も速い選択肢です。実際、主要市
場では新規フレキシビリティ投資の大半を蓄電池が占めています。

図1:市場別フレキシビリティ容量需要、 
2026~2050年(GW)

Country 2026 2030 2050

Japan 28 36 59

Australia (NEM) 14 23 32

Germany 63 86 178

Spain 14 26 55

United Kingdom 24 38 54

2026

143
209

378

2030 2050

出所:Aurora Energy Research(2026年)のデータに基づくJuniper Assetsの分析。Aurora社のデータは、これ以上の開示を行わないことを条件に提供されてい
ます。Aurora社は、他の受領者による当該データの使用または依拠について一切の責任を負いません。

2026

2030

2050
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フレキシビリティ 
不足のコスト: 
再生可能エネルギーの  
価値の共食い 
(カニバリゼーション)

その結果、余剰時に電力を蓄え、需要の高い時間帯へ振り向けられる資産の必要性が高まっています。発電容量をさらに
積み増しても、発電と需要のタイミングのずれは解消しません。補助金や価格保証は個別プロジェクトを守れますが、シ
ステム全体の構造的な不均衡に対応できるのはフレキシビリティだけです。

ボストン コンサルティング グループ(BCG)、“Flexibility, Not Capacity, 
Will Decide Renewable Energy’s Future”、2026年2月。

3

フレキシビリティの不足は、すでに再生可能エネルギー発電の経済性を蝕んでいま
す。同一市場の風力・太陽光は近い時間帯に発電するため、発電が集中する時間帯
には卸価格が下落し、時にマイナスとなり、事業者の受取価格を押し下げます。³ 影
響が最も大きい欧州市場では、風力の獲得価格は年間平均価格の55~65%、太陽
光では45~65%にとどまります。マイナス価格の発生時間は、2020年の約200時間か
ら2025年には500時間超へ増えました。4

日本の事例は、フレキシビリティ関連インフラの整備が遅れた場合に、出力抑制
がいかに急拡大するかを示しています。国内で最も太陽光の密度が高い九州で
は、365日移動平均の太陽光出力抑制率が2024年に一時10%近くに達し、2026年も
6%を上回る水準が続いています。

ボストン コンサルティング グループ(BCG)、“Flexibility, Not Capacity, 
Will Decide Renewable Energy’s Future”、2026年2月。

4

図2:日本9エリアにおける太陽光出力抑制率(365日移動平均)の推移、
2018年10月~2025年9月。最高は九州の10%、最低は東北の2%。

出所:Japan Energy Hub、2025年
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注記：実線は、日本の本土9エリアのTSOにおける太陽光出力抑制率（出力抑制量を発電量と出力抑制量の合計で割ったもの）の365日移動平均を示し、破線
は9エリア合算値を示します。各TSOの30分ごとの需給データに基づき算出（2025年9月23日時点）。
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拡大するフレキシビリティ・ギャップは、再生可能エネルギーを統合しつつ信頼性を保つために必要なインフラ
が、慢性的に不足していることの裏返しです。当社は、この分野の次の投資局面を形づくり、長期インフラ資本に
魅力的な機会をもたらす4つの構造的トレンドを挙げます。

一、系統制約の打開とAI経済への電力供給
フレキシブル資産が 
系統制約を打開
フレキシブルなインフラは、新たな
電力需要の系統接続を実現し、電
力アクセスを加速するとともに、AI・
デジタル経済の成長を支える重要
な基盤になりつつあります。

データセンター、AIインフラ、先端製造業、そして電化の広がりを背景に、多くの先進国
の電力システムは、この一世代で初めて実質的な需要増を迎えています。多くの市場
で制約となっているのは、新規電源の確保よりも、必要な場所へ電力を届ける系統の
能力です。接続待ちは数年に及ぶこともあり、変圧器・変電所・送電容量・熟練工の不
足が、従来型の系統増強のペースを縛っています。

フレキシブル資産は、この制約により速く、的を絞って対応できます。なかでも蓄電池は
即効性があります。制約ノードに設置すれば、その地域の発電が系統容量を上回るときに充電し、ピーク時に放電できま
す。出力抑制を減らし、混雑を緩和し、系統増強の一部を先送りできます。

制約が系統接続のタイミングや可用性そのものにある場合は、ブリッジング電源が補完策になります。出力調整可能な
電源をオンサイトや近接地に置けば、恒久的な系統容量が確保される前でも、データセンターなどの大規模負荷が稼
働・拡張できます。系統整備が進んだ後は、主電源からバックアップやピーク対応へ役割を移せるため、系統の整備スケ
ジュールに先行してインフラを立ち上げられます。

大規模需要家にとっては、両者の組み合わせが柔軟な電力供給の提案となります。蓄電池は系統のピークを抑え、消費
の急変を吸収し、段階的な系統接続を支えます。ブリッジング電源は、系統からの供給が得られない、または足りない期
間に確実な容量を供給します。これらを再生可能エネルギー発電と組み合わせれば、早期の稼働開始と段階的な拡張を
可能にしつつ、デジタルインフラが求める高い信頼性を確保できます。

オーストラリアなどの直近の取引は、これが商業モデルとして定着しつつあることを示しています。AI・デジタルインフラ
向けの長期電力供給契約では、再生可能エネルギーの調達、蓄電池、フレキシブルな需要、出力調整可能な容量が一体
で設計されるようになりました。顧客は供給開始時期と信頼性について確度を得られ、長期契約による収益が、基盤とな
るフレキシブル資産のファイナンスを支えます。 

投資家にとっての価値の源泉は二つあります。第一に、系統制約そのものです。地域間の価格差(ロケーショナル・スプレ
ッド)、出力抑制の削減、系統サービス、大規模需要家との長期契約を通じて収益化でき、ブリッジング電源は電力アクセ
スを早める価値を獲得できます。第二に、希少性です。系統制約地域で信頼性の高い接続地位やサイトを確保すること
は難しく、代替もききません。フレキシブル資産は、再生可能エネルギー統合の基盤であると同時に、系統制約を克服し
AI・デジタル経済を支える重要インフラになりつつあります。
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フレキシビリティ 
投資を牽引する4つ
のメガトレンド



現在稼働している系統用蓄電池の多くは、周波数調整や3~4時間程度の日内シフト
など、短時間の用途向けに設計されています。市場はこの領域を超えて広がりつつあ
ります。 

日本の卸電力価格の予測は、その理由を端的に示しています。Aurora Energy 
Researchによれば、2035年度までに日中最大8時間連続で価格がゼロ近辺に張り
付く見通しで、従来の3~4時間型蓄電池の放電時間を大きく超えます。余剰時間帯
が広がるほど、その安価な電力を捉えてシフトさせる能力が価値の中心となり、長
時間型蓄電の優位性が高まります。

二、長時間型蓄電(ロングデュレーション・ストレージ)
長時間型蓄電が投資機会
を広げる

再生可能エネルギーの余剰
時間帯が従来型蓄電池の放
電時間を超えて長期化するに
つれ、長時間型蓄電はより幅
広い収益機会を取り込むこと
ができます。

図3:日本における蓄電池(BESS)のアービトラージ(裁定取引)機会の予測、 
2016~2035年度。太陽光の統合が進むにつれ、機会はより広範かつ長時間化する。
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出所:Aurora Energy Research、2026年

7フレキシビリティ・ギャップの解消
エネルギー・フレキシビリティに関するホワイトペーパー



長時間型資産の重要性を高め、投資対象となる技術の幅を広げている構造的トレンドは、次の3つです。

2.1 政府調達で放電時間(デュレーション)の重視が強まっている 

公的調達は、蓄電容量全般への支援から、長時間型能力の調達へと軸足を移しています。ニューサウスウェールズ
州の長期エネルギーサービス契約(LTESA)入札では、最低8時間の連続放電が要件とされ、競争で決まる最低収
益保証が付与されます。日本の長期脱炭素電源オークションでは、放電時間6時間未満の蓄電池が対象外となり、
蓄電池と揚水式水力を合わせた調達枠の半分が、非リチウム系蓄電池・新規揚水式水力・その他の長時間型技術
に割り当てられました。各国政府が出力容量だけでなく、放電時間・可用性・信頼性を重視し始めた表れです。

2.3 長時間化のニーズは技術の多様化を後押しする

リチウムイオン電池は4~8時間の用途で引き続き中心的ですが、あらゆる放電時間・運用形態で最も経済的とは
限りません。長時間化のニーズは、ナトリウムイオン電池、フロー電池、揚水式水力、蓄熱といった代替技術の市場
を広げています。これらは、増分エネルギーコストの低さ、稼働寿命の長さ、安全性、サプライチェーンの多様性で
優位に立つ可能性があります。

この移行は、すでに実証段階を超えています。日本の直近の長期脱炭素電源オークションでは、非リチウム系蓄電
池が約0.7GW落札され、適切な長期調達の枠組みがあれば代替技術も商業規模で競争できることが示されまし
た。稼働実績を積み、製造能力を広げ、機関投資家の資本を呼び込むための重要な足がかりです。 

投資家にとって長時間型蓄電と新興技術は、長期かつ政策に支えられた収益機会です。これを捉えるには、契約期間を
資産の性能に合わせ、建設・可用性・劣化・更新のリスクを、それを負担できる相手方に配分する規律あるストラクチャリ
ングが要ります。強固な保証条件、パフォーマンス保証、信頼できるサプライヤーが、政府支援を融資可能なインフラリタ
ーンに変える鍵です。

2.2 長時間化はより広い収益機会につながる

再生可能エネルギー比率が上がるほど、電力が余る期間も逼迫する期間も長くなります。蓄電は、日中から夕
方・夜間へのシフトに加え、最終的には再生可能エネルギーの出力が数日にわたり低調な期間にも対応する必
要が出てきます。長時間型資産は、電力アービトラージ、容量、ファーミング(出力の安定化)、信頼性向上といっ
た複数の市場に同時に参加でき、競争が激化する短時間のアンシラリーサービスへの依存を減らせます。 	
	
放電時間はいまや商業設計上の判断事項であり、最適解は地域の価格変動の形状と、調達されるサービスの内
容で決まります。
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系統安定性が 
契約サービスになる

従来型電源の退役に伴い、
系統安定性は個別に調達さ
れるサービスとなり、高度な
フレキシビリティ資産に新た
な契約収益をもたらしつつ
あります。

石炭火力・ガス火力・原子力は、回転式タービンが持つ慣性によって系統の安定性
を支えてきました。慣性は周波数の急変を和らげ、系統運用者に擾乱への対応時間
を与えます。これらの電源が退役し、インバータを介した風力・太陽光・蓄電池に置
き換わると、この機能は失われます。脱炭素化は電力の作り方を変えますが、慣性や
システム強度の必要性まで消すわけではありません。

その代替を担うのが、グリッドフォーミング型インバータを備えた蓄電池です。既存
の安定した系統信号に依存するグリッドフォロー方式と異なり、電圧と周波数を自ら
確立・維持します。ほぼ瞬時に擾乱へ応答し、大きな放電を伴わずに安定性を供給
できます。ただしこの能力は、電力変換システム、制御方式、認証プロセスに当初か
ら組み込んでおく必要があります。	

ドイツは、この技術要件が契約収益へ転換された明確な事例です。2026年1月、4つ
の送電系統運用者が、グリッドフォーミング能力を持つ蓄電池を含む適格資産から、
瞬動予備力(系統慣性)の調達を開始しました。複数年契約で固定の可用性対価が支
払われる仕組みで、電力取引やバランシング収益と組み合わせられる新たな収益源
となります。 

投資機会は、従来型電源が暗黙に提供してきた安定性サービスが切り出され、民間
から調達・価格付けされるようになったことから生まれます。グリッドフォーミング能力
を要件として明示的に組み込むことは、追加の契約収益への道であると同時に、同
様の市場が各国で立ち上がる際のオプション性を確保することにもつながります。

三、グリッドフォーミング:安定性が契約収益源となる
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フレキシブルガス発電が
確実な容量を提供

蓄電池とフレキシブルガス発
電は補完関係にあり、迅速な
応答によるフレキシビリティ
と、再生可能エネルギーの出
力が長期間低調な時期の確
実な容量を組み合わせます。

AEMO「2026年統合システム計画」。

BloombergNEF、2026年。

5

6

フレキシビリティはシステム全体の要件であり、単一の技術では満たせません。蓄電
池は、日内の変動管理、ピーク時間帯へのシフト、高速応答サービスに優れます。し
かし電力システムは、風力・太陽光の出力が長期間低調な期間にも対応しなければ
なりません。石炭火力の退役に伴い、それが担ってきた複数日~季節単位の信頼性
は、長時間型蓄電、連系線、デマンドレスポンス、出力調整可能な電源の組み合わ
せで代替する必要があります。

フレキシブルなガス発電は、他の技術が経済的にも規模的にも長期の供給不足を
埋められない領域で、確実な容量の重要な供給源であり続ける見込みです。オース
トラリアが好例です。AEMOの「2026年統合システム計画」は、国家電力市場(NEM)
に残る石炭火力の大半が2035年までに退役すると予測し、最適な開発経路には、
長期の低出力期間にも信頼性を保てるフレキシブルガス発電群と、大規模な蓄電
投資の両方を織り込んでいます。5

同じ組み合わせは、接続の長期遅延と厳しい負荷特性に直面するデータセンター
向けにも広がっています。BloombergNEFによれば、オンサイトの従来型電源と併
設される形で発表されたデータセンターの蓄電池容量は4.9GWに達し、世界のデ
ータセンター向けオンサイト蓄電池の約3分の1を占めます。⁶この構成では、ガス発
電が持続的な電力を供給し、蓄電池がコンピューティング需要の急変に即応して発
電機の出力上昇をつなぎ、頻繁な起動・停止を減らします。恒久的な系統容量が整
う前に稼働を開始できる点も利点です。

したがって蓄電池とフレキシブルガス発電は、競合ではなく補完の関係にあります。
蓄電池は高速応答と日次のバランシングを、ガス発電はより長期で予測の難しい供
給不足時の持続的な容量を担います。両者を組み合わせ、系統運用者・電力会社・
大規模需要家に提案できるプラットフォームは、全時間軸のフレキシビリティ需要
を押さえるうえで有利な立場に立ちます。

四、石炭フェーズアウトをつなぐフレキシブルガス発電
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結論と留意すべき事項

エネルギー・フレキシビリティは、エネルギー転換の一分野ではなく、転換そのものが依拠する不可欠なイ
ンフラです。再生可能エネルギー発電は急速に拡大していますが、電力ネットワークは、間欠的で分散し、
輸送も難しい電力を扱うようには設計されていません。日本・オーストラリア・ドイツ全体で、フレキシビリテ
ィ需要は2026年から2030年にかけて約40GW増える見通しで、推計450億米ドルの投資が必要です。

当面の中心は系統用蓄電池です。世界で100GWを超える導入実績、活発な取引市場、複数の法域で検証済みのフ
ァイナンス手法という裏付けがあります。そして投資機会は、全時間軸をカバーする解決策が求められるなかで、
長時間型蓄電、グリッドフォーミング・サービス、フレキシブルな発電へと広がっています。

この機会は、単一の市場や単一の収益モデルに縛られません。規制、気象、コモディティ動向、収益構造の異なる
複数市場にまたがるエクスポージャーは、ポートフォリオに実質的な分散をもたらします。ただし成熟市場の経験
が示すのは、セクターの成長が自動的に高いリターンを生むわけではないということです。希少な系統接続、耐久
性のある契約、実証された運用能力の価値は年々高まっています。成果を分けるのは、規律ある市場参入、資産の
立地、契約の質、そして運用の実行力です。

投資家が評価すべき要素は、次の4つです。

エネルギー転換の投資機会を評価するなら、堅調な需要ファンダメンタルズに支えられ、市場サイクルに耐える契約収益、
実証された実績、地域市場への深い知見を備えた、拡張性のあるプロジェクトに注目すべきです。現地パートナーシップを
活かし、規制の複雑さを乗り越えて効率的に実行できる投資家が、持続的な価値を生み出すうえで最も有利な立場に立
ちます。

1. 資産・市場のファンダメンタルズ

プロジェクトは、明確なシステムニーズ、信頼性の高い系
統接続、優れた立地、持続的な需要に基づいて審査すべ
きです。市場の成長は、脆弱な接続地位、立地の悪いサイ
ト、地域需要に合わない資産、運用の柔軟性を縛るラン
プレート(出力変化率)制限を補ってはくれません。

2. 契約と収益のレジリエンス

収益構造は、長期の上振れへの選択的なエクスポージャ
ーを残しつつ、十分なダウンサイド保護を備えるべきで
す。契約化収益比率という表面的な数字だけでなく、契
約期間、インデクセーション(価格連動)、可用性義務、収
益配分、解約条項まで含めた枠組み全体の質を見る必
要があります。

3. 運用・実行能力

フレキシビリティ資産は、開発・建設・運用の全段階で能
動的な管理を要します。技術選定、調達、契約、ファイナン
ス、ディスパッチ最適化、ライフサイクル管理のいずれも
が、実現リターンを大きく左右します。

4. 地域市場における知見とパートナーシップ

電力市場は依然として法域ごとの色彩が濃く、系統ルー
ル、許認可、契約実務、規制の枠組みは市場ごとに大き
く異なります。案件の発掘、承認プロセスの遂行、規制変
化への対応には、現地の関係性と実行能力が欠かせま
せん。
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一緒に未来を築きましょう。
インフラストラクチャーおよびテクノロジー分野への戦略的投資を通じて、 	
長期的な価値を創出し、持続可能でより安全・安心な社会の実現に貢献します。
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